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札幌における障害者の就労支援 

～ 障害者支援から生活困窮者支援へ ～ 

NPO 法人北海道社会的事業所支援機構理事長 石澤 利巳 

（NPO 法人札幌障害者活動支援センターライフ専務理事） 

 

わたしの紹介 

 

１）失業した若者たちで起業（印刷事業） 1987 

 

２）障害者の働く場づくり 1899 

 ・みんなで稼ぎみんなで分ける（能力主義はとらない） 

 

３）福祉的就労に疑問 

 ・先生と呼び合う指導員と指導される障害者 

 ・働く場と言えない作業所実態と障害者の工賃 

 

４）一般就労から戻ってくる障害者 

 ・共に働く場づくりに着手 

 ・その人にあった働く場であり、同時に地域に必要と思われる働く場 

 

５）自治体と協働して障害者雇用や仕事づくり 

 ・札幌市障がい者協働事業制度（2006）※資料参照  元気カフェなど 20 事業所 

 ・元気ショップ（2006） 福祉事業所の商品販売 売上 9000 万円 

 ・元気ジョブ（2009）企業と福祉のマッチング 1 億円 

 ＜ライフの現在＞ 

 印刷、食堂、喫茶、自然食品販売、リサイクル事業（委託）、清掃（委託）、農業、居宅介護 

 札幌市内に 8 事業所：障害のある人ない人 150 名が共に働く 

 

６）就労困難な人は障害者だけではなかった 

 ・リーマンショック（2008）後、様々な困難を抱える人たちとの出会い 

  （ホームレス、刑余者 etc） 

 

７）社会的事業所づくりを目指す 

 ・北海道の状況 求人と求職のミスマッチ ３K 職場は人材不足（2020 年問題） 

 ・介護現場は万年人手不足 

 ・市民運営のＮＰＯ北海道社会的事業所支援機構の幾つかの成功例 

  ①支援付就労体験を通して 企業も当事者も安心 

   独自の支援で 4 名が継続雇用に結びつく（やりたい事＝出来る事ではない） 

 

  ②就労困難者⇔人材不足の企業  障害者施設外就労から雇用へ 

   企業内の反対 ・面倒なことが増える ・収益が減る 

     ところが････残業は減る、収益は増大  という結果で雇用の拡大 

 

８）地域を社会的事業所に 

  ・地域に必要な事業の開拓・再生－地域の雇用開拓 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配布資料① 

ライフ事業所 紹介 

 

配布資料② 

元気ショップ・元気カフェ・元気ジョブ 紹介 

北海道社会的事業所支援機構 紹介 

 

配布資料③ 

札幌市障がい者協働事業要綱 

 

 









元気カフェ 市内３店舗



＜役務＞
パソコン作業、データ入力、テープ
起こし、ルビ打ち、スキャニング、
電子書籍化、デザイン作製、版下作
製、封入、シール貼り、チラシ折り、
箱折り、計量、袋詰め、包装、梱包、
のり付け、仕分け、値付け、発送、
草刈り、除草、集草、公園清掃、除
雪、ポスティング、運搬、回収、
ケータリング、建物清掃、シーツ交
換、皿洗い、組立作業、機器解体作
業、クリーニング、印刷・製本など

＜授産＞
スクリーン印刷、ノベルティ作製、
木工品、縫製品、革製品、金属加工
品、織物・染め製品、陶器、紙製品、
石鹸、キャンドル、パン、ケーキ、
クッキー、せんべい、野菜、お弁当、
コーヒーの焙煎など

＜販売＞
出張販売、イベント等での出張販売、
バザー など
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札幌市障がい者協働事業運営費補助要綱 

 

平成 18 年（2006 年）７月 27 日 

保健福祉局理事決裁 

（平成 26 年（2014 年）3 月 31 日改正） 

 

（目的）  

第１条 この要綱は、障がいのある者もない者も対等な立場でともに働ける新しい職場形態

の構築を進め、地域社会に根ざした障がいのある者の就労の促進並びに社会的、経済的な

自立を図ることを目的として行われる「障がい者協働事業」（以下「協働事業」という。）

の運営経費に対する補助について、札幌市補助金等の事務取扱に関する規程（昭和 36 年

訓令第 24 号）に定めるもののほか必要な事項を定め、もって札幌市と民間事業者の協働

により、障がいのある者のより一層の社会参加及び自立・充実した地域生活の促進を図る

ことを目的とする。 

 

（補助金の交付） 

第２条 市長は、次条以下の補助条件に該当し、かつ補助することが必要と認められる協働

事業の運営者に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。 

 

（補助要件の一般原則） 

第３条 この要綱において、補助の対象とする協働事業は、以下の要件をすべて満たすもの

でなければならない。なお、当該法人は、暴力団員（札幌市暴力団の排除の推進に関する

条例（平成２５年条例第６号）第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）の

支配を受け、又は暴力団員と密接な関係を有してはならない。 

(1) 法人が行う事業であること。 

(2) 継続性のある事業であること。 

(3)  事業の拠点が札幌市内であること。 

(4)  事業の従業者について、原則として市内に居住し、通常の一般企業等に就労するこ

とが困難な障がいのある従業者が５割以上かつ５人以上であること。 

(5)  事業の従業者について、全員と原則として１週間 30 時間以上勤務する雇用契約を結

んでいること。 

(6)  事業の従業者について、法人内の他事業の従業者と明確に区分されていること。 

(7)  事業の従業者について、原則として全員が健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の

適用対象であること。 

(8)  事業の管理責任者を配置すること。 

(9)  事業内容及び事業を行う場所は、障がいの種類や程度に十分な配慮がなされている

こと。 



(10)  補助事業の経理について、法人内の他事業と区分されていること。 

(11)  その他、本要綱に定められた要件を満たすこと。 

 

（補助金の算出） 

第４条 運営費補助金は、別表第１欄に定める基準により算出した金額と、別表第２欄に定

める補助対象経費の実支出額と、当該事業の総収入額から補助金以外の収入を控除した金

額を比較して、いずれか低い方の額を交付する。 

ただし、その額に千円未満の端数がある場合は、これを切り捨てるものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 運営費補助金の交付を受けようとする事業を行う法人の代表者は、障がい者協働事

業運営費補助金交付申請書（様式１）に関係書類を添えて、市長に提出しなければならな

い。 

 

（交付決定） 

第６条 市長は、前条に規定する申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、補助の

必要を認めるときは、補助金の額を決定し、補助金交付決定通知書（様式２）を申請者に

送付するものとする。 

 

（実績報告書の提出） 

第７条 補助金の交付の決定を受けた者は、補助対象事業終了後すみやかに、障がい者協働

事業運営費補助実績報告書（様式３）に関係書類を添えて、市長に提出しなければならな

い。 

 

（補助金の確定） 

第８条 市長は、前条の規定により事業実績報告書の提出を受けたときは、事業内容を審査

し、適正に実施されていると認めたときは、補助金を確定し、交付決定者に対し補助金確

定通知書（様式４）により通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第９条 補助金の交付は、前条の補助金額確定後に請求により支出する。ただし、市長が必

要と認めたときは、第６条の補助金交付決定通知後に概算額を交付することができる。 

２ 前項ただし書の場合において、確定した額が交付した額を超えるときは、市長は、確定

した額に対する不足額を交付し、満たないときは、期限を定めてその満たない額を返還さ

せなければならない。 

 

（障がいのある従業者） 

第１０条 第３条第４号に定める障がいのある従業者は原則として以下の者とする。 



(1) 身体障害者手帳所持者 

(2) 療育手帳所持者 

(3) 精神保健福祉手帳所持者 

(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害者総合 

支援法」という。）第 54 条及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため 

の法律施行規則（平成 18 年厚生労働省令第 19 号）第 36 条第 1項第 3号に定める自立 

支援医療（精神通院医療に限る）受給者 

(5) 障害者総合支援法第4条第1項及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す 

るための法律施行令（平成 18 年政令第 10 号）第 1条に定める治療方法が確立していな 

い疾病その他の特殊の疾病の診断を受けている者 

２ 前項に定める者以外の者については、市長に別途協議することとする。 

３ 障がいのある従業者は、原則として協働事業に従事するために、公共職業安定所等のあ

っせんにより、新規に雇用される者であること。 

４ 事業実施中に障がいのある従業者に欠員が生じた場合は、速やかに公共職業安定所等の

あっせんにより、障がい者を新規雇用すること。 

５ 障害者の雇用の促進に関する法律施行規則（昭和 51 年労働省令第 38 号）第 20 条の２

に規定する障害者介助等助成金、同規則第 20 条の２の３第１項第２号に規定する第２号

職場適応援助者助成金、及び国や他の団体等からの同種の助成による援助の対象となって

いる者は、別表１の障がいのある従業者数には含まれないこととする。 

 

（事業管理者） 

第１１条 第３条第８号に定める事業管理者には、障がい者福祉に熱意を有するほか、事業

の経営能力及び実績を有する者を充てることに努めること。 

 

（その他の従業者） 

第１２条 障がい者従業者以外の従業者は、障がいのある従業者とともに働きながら、障が

いのある従業者の介助、相談、技術指導及び作業の支援を行わなければならない。 

２ 第１項に定める従業者は、常勤換算方法で、障がい者従業者５人に１人以上配置しなけ

ればならない。 

３ 第３条第５号に定める雇用契約を締結する従業者以外に、短期間及び短時間の雇用契約

を結ぶ者を当該事業に従事させることができる。 

なお、この者は、第３条各号の要件は適用しないこととし、障がい者であっても、別表

１の障がいのある従業者数には含まれないことする。 

 

（賃金の支払） 

第１３条 第３条第５号に定める雇用契約を締結した従業者に対して、最低賃金法（昭和

34 年法律第 137 号）に定める最低賃金の適用除外申請を行い、最低賃金の 3/4 を下回る

賃金となる場合は、別表１の障がいのある従業者数には含まれないこととする。 



 

（建物及び設備の基準） 

第１４条 事業を行う場所及び設備は、第３条第９号の要件のほか、日照、採光、換気等、

障がい者従業者の保健衛生及び安全に十分に配慮されたものとし、労働安全衛生法（昭和

47 年法律第 57 号）等の労働関係法令の規定を遵守しなければならない。 

 

（事業計画の変更） 

第１５条 申請者は、補助金の交付申請をした後に事業計画を著しく変更しようとするとき

は、関係書類を提出し市長の承認を得なればならない。 

 

（届出義務） 

第１６条 補助金の交付を受けた者が、次の各号の一に該当する場合は、速やかに、市長に

届出なければならない。 

(1) 運営する者が代わったとき。 

(2) 主な設備に破損等の変動があったとき。 

(3) 運営内容に変更を生じたとき。 

 

（補助の取消等） 

第１７条 市長は、第８条に規定する申請者が次の各号の一に該当するときは、補助金の交

付決定を取り消し、若しくは補助決定額を減じ、又は既に交付した補助金の返還を命ずる

ことができる。 

(1) 補助条件に違反したとき。 

(2) 不正行為があったとき。 

(3)  その他市長が補助することが不適当と認めたとき。 

 

（事業の廃止） 

第１８条 事業を廃止するときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

 

（帳簿等の整備） 

第１９条 補助金の交付を受けた者は、次の関係書類を備え、事業完了後５年間保存しなけ

ればならない。 

(1) 従業者名簿 

(2) 従業者出勤簿（タイムカード等でも可） 

(3) 業務日誌 

(4) 経理関係帳票及びその証拠書類 

(5) 設備備品台帳 

(6) 賃金台帳 

(7) その他必要となる帳簿 



 

（調査等） 

第２０条 市長は、必要と認めたときは、地方自治法第 221 条第２項の規定により随時状況

の調査を行い、又は必要な事項について報告を求めることができる。 

 

（委任） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、障がい保健福祉部長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この要綱は、平成 18 年 10 月１日から施行する。 

第２条 当分の間、第１２条第３項の適用について、精神障害者であって、１週間に 20 時

間以上勤務する雇用契約を締結する者については、別表１の障害者数に含めることができ

ることとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成 25 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成 26 年４月１日から施行する。 

 



別表

第１欄（補助基準額）

注１　年度途中から事業を開始する場合の補助基本額は、基準額を１２月で除し、当該事業実施月数を乗じることとする。

　（日単位の事業実施日切捨て、千円未満切捨て）

注２　障がい者従業者数の算定は、当該年度の事業開始時の障がい者従業者数と当該年度の障がい者従業者雇用計画人数を比較し

　　いずれか、少ない方の人数とする。

注３　障がい者従業者の雇用実績が低い場合は、以下の算式により、注２の人数を減じることとする。

　　　以下①と②を比較し、①の方が低い場合は、③の算式により従業者数を算定する。

　　　なお、算定の結果、５名より少ない場合は、１名につき900,000円を基準額から減じることとする。

　　　ただし、第３条の補助要件を満たしているにもかかわらず雇用形態がシフト制などにより①～③の方法で算定した際に、

　　適正な補助金額が算定されない場合は①を①´、②を②´、③を③´に置き換えて算定する。

① 全障がい者従業者の雇用期間日数（実績）の合計

② 注２による障がい者従業者数　×　事業実施期間の日数　×　0.85（小数点未満切捨て）

③　 全障がい者従業者の雇用期間日数（実績）の合計　÷　事業実施期間の日数

（少数点以下四捨五入）

①´ 全障がい者従業者の雇用期間時間数（実績）の合計

②´ 注２による障がい者従業者数　×　事業実施期間の基準時間数(週30時間×52週）　×　0.85（小数点未満切捨て）

③´ 全障がい者従業者の雇用期間時間数（実績）の合計　÷　事業実施期間の基準時間数(週30時間×52週)

（少数点以下四捨五入）

注４　附則第２条の適用により、短時間勤務者を障がい者従業者に算定する場合は、０．５人としてカウントし、括弧内の人数

　　を上限として算定できるものとする。

なお、その際の注３について、①及び③の雇用期間日数（実績）を算出する際に、当該短時間勤務者は０．５を乗じて算出

　　する。（日数の端数は切上げ）

注５　施設設備費補助加算は、事業開始初年度に行った施設改修及び備品等購入に要した経費を上限とする。

第２欄（補助対象経費）

当該事業の運営に要する費用で、以下に掲げるものとする。

福利厚生費

従業者手当

報酬

共済費

家賃年額×1/2（上限480,000）

当該年度４月１日現在の賃貸契約書記載額による。

（平成１８年度は10月１日現在）

当該事業を行うことを目的に賃貸した場合に限る。

補助基本額

（年額）

従業者給料

障がい者従業者　９名の場合（短時間０．５×２人）

従業者に対する給与（障がい者従業者の給与は含まない）

基準額　（単位：円） 算　　定　　条　　件

8,630,000 障がい者従業者　７名の場合（短時間０．５×２人）

6,820,000 障がい者従業者　５名の場合（短時間０．５×２人）

7,720,000 障がい者従業者　６名の場合（短時間０．５×２人）

報償費

旅費交通費

通信運搬費

障がい者従業者　８名の場合（短時間０．５×２人）9,540,000

10,450,000

施設設備費補助加算 1,000,000 事業開始初年度のみ

家賃加算

印刷製本費

水道光熱費

燃料費

賃借料

研修費

消耗品費

器具什器費

修繕費

電車代、バス代、出張旅費等

電話代、はがき代等

従業者に対する研修にかかる経費

負担金

車両費

地代家賃

手数料

公租公課

業務委託費

保険料

事務に必要な器具（パソコン、書棚等）にかかる費用

建物等の修繕費

事務に必要な書類やパンフレット等の印刷費

電気、水道、ガス料金

従業者に対する各種手当（賞与等含む）（障がい者従業者の手当等は含まない）

役員等に対する報酬

社会保険料・労働保険料の事業主負担分、退職金共済掛金等

事務に必要な用品等の購入費（会議にかかる費用や図書購入費含む）

従業者の健康診断その他職員の福利厚生のための費用

ボランティアに対する謝金等

火災保険、損害賠償責任保険等保険料　等

印紙税、土地建物固定資産税等(消費税、法人市民税は含まれない）

業務委託に要する費用

町内会費、関連団体の会費等

事業に使用する車両の車検費用、車両の修繕費、ガソリン代

灯油、ガソリン等（ガソリンは車両費でもかまわない）

借受けにかかる経費

事業用土地建物賃借料

銀行振込手数料（各勘定科目に加えてもかまわない）等


